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道路更新情報の流通

2011年3月16日
東京大学空間情報科学研究センター

特任准教授 関本義秀

H23.3.16次世代デジタル道路情報
委員会報告会
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背景
• 2007年に成立した地理空間情報活用推進基本法を経て、官
民の地理空間情報サービスがさらに加速

建設

不動産占用物
カーナビ・ＩＴＳ

・・・

行政

【様々な地理空間情報サービス】

ロボット

観光

物流
環境

・・・
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ITS

車の周辺の状況を的確に把握し，運転を
支援する．そのために，地図を「センサー」
として利用することが提案されている．

（欧州のＰＲｅＶＥＮＴプロジェクトの最終報
告書から転載．）
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ロボット

つくばチャレンジ2008完走ロボット
（「CSIS-i第五回公開シンポジウム」筑波大学油田教授講演資料より）
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11

マシンコントロールシステムとは？
設計データと現在の位置データ
を比較し 、 排土板を制御（ 高

さ ・ 勾配） するシステム

デジタル
設計データ

設計面
現地盤

GPS又はMDTS

XYZ

情報化施工

（「CSIS-i第二回公開シンポジウム」トプコン平野氏講演資料より）



しかしデータの入手はまだまだ大変・・・
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地震や降雨による長期間の道路不通
（GIS学会地域シンポジウム資料より）

占用工事による快適な空間確保
（国土交通省HPより）

交差点改良による交通事故の減少
（国土交通省HPより）

• 公共施設（公共工事等）、国土の変化（災害等）の原典情報は管理者に聞くのが一
番確実。

• 民間は、道路管理者のHP・官報チェック、電話問合せ等のコストもばかにならない。

⇒なるべく現地調査に行く回数を極力減らすという意味で、データ整備というよりも
更新情報だけでも抜け落ちなく流通するとよい。



実際にそんな取組もあり・・・
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道路開通情報HP（道路局）

道路図面情報提供サービスHP
（沖縄総合事務局）

道路管理センターHPより

• 施設管理者側でも情報提供の取組は少しずつ始まってはいるが、網羅性や定
期性という意味では、個別バラバラであり、情報収集に時間がかかる
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道路更新情報流通の目指す姿
z道路を管理する主体（以降、管理者と呼ぶ。国・地方公共団体等）により、様々なタイミン
グで生成される、多様かつ断片的な道路構造の更新情報（道路更新情報）の円滑な流通
により、官民の様々なデータベース更新の効率化・活性化、サービスの高度化を目指す。

建設

不動産
占用物

カーナビ・ＩＴＳ

公示情報

工事情報

入札情報

その他情報

図面情報

道路更新
情報

・・・

道路更新
情報 道路更新

情報
道路更新
情報

道路更新
情報

情報更新
情報更新

情報更新

情報更新

行政

情報更新

【官民の様々な利用者】

【道路更新情報】



道路更新情報流通推進研究会を実施
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（委員長）柴崎教授（東京大学空間情報科学研究センター長）
（民間委員）東京電力㈱、東京ガス㈱、東日本電信電話㈱、土地家屋調査士会連合会、東日本高速道

路㈱、三井不動産販売(株)、ITS-Japan、オープンCADフォーマット（OCF）評議会
（官側委員）国土交通省（大臣官房、道路局、国総研、国土地理院）、総務省、農林水産省、林野庁、三

重県、岐阜県、大阪府、(財)デジタル道路地図協会、(財)道路管理センター、(財)日本建設
情報総合センター

（事務局）東京大学空間情報科学研究センター
（オブザーバ）システムベンダー、建設コンサルタント、地図調製業、航測業、測器メーカーなど

• 平成21年8月～平成23年3月まで計13回実施し、
産官学の関係者から意見を集約

• データ流通に関しては別途開催の地理空間情報流
通実験コンソーシアムの場を活用
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道路更新情報の体系化とニーズの整理

道路構造に変化
が生じることを伝
える情報

道路構造の変化
そのものの情報

道路構造の変化
に付随して変化
する情報

¾工事平面図や竣工図に交通安全施設の情報を記載し
たもの
¾交通安全施設に位置情報を付与したデータ

¾工事情報における当該道路の舗装状況を記した資料
⇒メタデータ等

¾工事平面図
1/500以上（最低1/2500以上）の精度

¾道路更新があること（ある予定）を伝えるメタデータ
基本情報・変化情報を記載した道路更新箇所一覧

¾道路更新があった（ある予定の）位置を図示する位置図
地形図や都計図にマッピングしたものや、工事発注や
議会認定時に使う位置図など

※１．基本情報

都道府県・市区町村・区間情報・始終点の座標・供用開始日・道路種別・変更区分（新設/
一部供用開始）・車道幅員・料金区分（有料/無料）・路線番号・路線名称

※２．変化（予定）情報

車道拡幅・道路拡幅・歩道設置・廃止・経路変更・交差点改良・管理者変更など

※３．交通安全施設情報

本資料では、「交通規制情報」、「交差点名称」、「方面案内」、「信号機の有無（位置）」を
指す。

【共通ニーズ】

＜アンケート調査対象＞

ITS Japan、東京電力、東京ガス、土地家屋調査士連
合会、三井不動産販売等（計6者が回答）
※各者には、可能な限り業界に共通のニーズを回答し
てもらうよう依頼

【道路に関連する様々
な更新情報



11道路更新

工 事

②工事入札
公告情報

⑥工事
発注図等

①工事発注
見通し

⑤供用開始公示
（道路法18条第1
項：道路の区域
の決定）

④供用開始の公
示（道路法18条
第2項：供用の
開始）

③道路
開通情報

⑦工事
竣工図等

④供用開始の
公示
（道路法18条
第2項：廃止）

道路更新に資する様々な情報

情報項目 特徴

② 工事入札公告情報

○道路更新の補足率は高い（H20年度調査*では道路台帳修正箇所（道路更新箇所）の96%を把握）
○道路更新に先立ち入手できる情報
●道路更新に関係ない情報も混在（H20年度調査*では約6割が関係ない工事）
●ジオコーディング結果が良好でない情報が多数存在

⑤
道路の供用開始の公示
情報（第18条1項）

○法的根拠に基づいており、網羅率は100%
●実際の道路更新までの期間が長いことが一般的

④
道路の供用開始の公示
情報（第18条2項）

○法的根拠に基づいており、網羅率は100%
●実際の道路更新とほぼ同じタイミングで提供される

③ 道路開通情報
○開通日、住所、位置図などの情報が添付されていることが多くわかりやすい
●独自で道路更新情報を提供している自治体は少ない
●実際の道路更新とほぼ同じタイミングで提供される

⑥、⑦ 道路工事図面
○道路管理者の協力を得て提供を行っている情報
○道路更新に先立ち入手できる情報（工事発注図書）
●各道路管理者に依頼が必要
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例：道路工事図面（三重県）
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例：道路工事図面（岐阜県市町村）
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道路更新情報の実態と効果

z潜在的なニーズも含め対応を行
うとすると、一主体あたりの対応
負担は現状の約30倍、対応主
体数は現状の約36倍規模に広
がる可能性あり

電子化している
100％

電子化していない
0％

電子化している
59％（10件）

電子化していない
41％（7件）

電子化している
4％（3件）

電子化していない
96％（70件）

仙台市、千葉市、横浜市、川崎市、新潟市、
名古屋市、京都市、大阪市、広島市、福岡市

松江市（島根県）
上山市（山形県）
米沢市（山形県）

47都道府県

データ①：少ない情報流通の例

政令指定都市 市区町村(山形県、島根県、大分県*)

図 公報の電子化状況

データ②：道路更新情報流通へ向けた潜在的なニーズの大きさ

z都道府県は100%、政令指定都
市は約60%が電子的に提供
z一方、市区町村の提供割合は非
常に低い（山形、島根、大分では
約4%）

【道路法第18条に基づく供用開始の
公示の電子的な提供割合】

※2009年3月調べ

【管理者】 【利用者】

・カーナビ（地図調整
業者）等による問い
合わせ
【５社程度】

・電話等の応対（更新時
期の把握等）

・電話等を受け、必要な
書類（図面等）のコ
ピー・郵送

・電話等を受け、担当部
署の探索・引き継ぎ

・情報公開請求対応

代表的な対応

※現状、国道、都道等、

県道レベルで約
1,000件/年の図面等
を予定情報として入
手（本来入手したい
図面等の1/3程度）

約20件/年×5社程度
に対応

代表的な対応

約50団体に対しそ
れぞれ約20件/年
程度を問合せ

・都道府県【47】
・現状対応していな

い部分
・市【約700】
・町村【約1,000】
・農道

・林道、等

約60件/年×50社
程度に対応
【現状の約30倍】

・現状対応していな
い部分
・市町村道等

・カーナビ等以外の業種
-駐車場
- GS
- コンビニ、スーパー
- ファミレス
-流通業
-沿道住民、等

約1,700団体に対しそれぞ
れ約60件/年程度を問合せ

【問合せ団体数は約36倍】

【約50社】

* 10業種の上位5社程度ずつが問合せを行うと設定

・各利用者から約3倍
の件数に対応

・各団体に約3倍の件
数を問合せ
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道路更新情報の価値

思う, 28,
76%

思わな
い, 9,
24%

zユーザの道路更新情報流通への期待・支払い意志は高い。
z今回の実験で流通させた情報に関する利用価値も高い。

Q5-6 実験で流通させた情報を含む様々な道路
更新情報が入手できるとしたら利用料を支
払う価値があると思いますか。

b) この情報は利用価値がありますか。

58%

71%

78%

80%

79%

42%

29%

22%

20%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

工事入札広告情報

道路の供用開始の公示
（第18条第1項）

道路の供用開始の公示
（第18条第2項）

道路開通情報

電子納品成果

利用価値がある 価値がない

n=33

n=31

n=32

n=30

n=28

※H20年度調査結果
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多様なデータを自動収集するシステム

基盤
システム

①工事発注見通し
（全国都道府県市町村）

②工事入札公告情報
（三重、岐阜、大阪）

③道路開通情報
（全国都道府県、政令
市＋三重、岐阜、大阪）

④⑤供用開始の公示
（全国都道府県、政令
市）

⑥工事発注図等
（協力してくれたところ）

⑦工事竣工図等
（協力してくれたところ）

PDF等

情報収集・統一化

公開情報の
収集・統一化

道路管理者
からの協力

HTML、PDF等

HTML、PDF等

目視

ユーザ

CAD等

占用物

カーナビ・ＩＴＳ

財団

行政

不動産

・
・
・

HTML、PDF等

（１）道路更新情報収集の自
動化（Webクローリング）

自動収集・形式整理

自動収集・抽出・形式整理

国総研システムよりコピー

（３）データ登録システム

CAD等

データ登録システム等

データ登録システム等

（２）
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成果と課題～自動収集技術の全国展開可能性

①データのダウンロード
②プログラムによるテキスト抽
出、コード変換等の処理

⑤登録用データフォーマットに
あわせた整形

③目視によるエラーチェック

④添付ファイルの分析（ファイル
内のキーワード検索）

4747都道府県での想都道府県での想

定所要時間定所要時間
（現在と同様の方法）（現在と同様の方法）

1.0時間
（人手）

0.2時間
（人手）

1.0時間
（人手10分+
機械処理50
分）

比例しない

比例する

比例する

2.0時間
（人手）

9.4時間
（人手）

47.0時間
（人手+
機械処理）

機械処理
可能

機械処理
不可

機械処理
可能

1.0時間
（機械処理）

9.4時間
（人手）

39.2時間
（機械処理）

4747都道府県での想都道府県での想

定所要時間定所要時間
（機械処理を実施）（機械処理を実施）

作業項目作業項目

※機械処理による想定時間は、現
状と同じマシンを単一で用いた場
合の延べ時間

現在の現在の11県あたり県あたり

所要時間所要時間

z 今年度行った3府県分の処理は2時間程度（1週間分）かかる
z 工程における機械処理をさらに強化し、全国展開した場合の処理工数は1週間分で2人
日程度と予測（人手処理として残る部分（エラーチェック））。

【目視エラーチェックの概要】
・「案件名」または「案件場所」から『路線名』を抽出する際、「号」または「線」の間の文字を抽出しており、道路工事で
はあるが「号」または「線」がない場合にエラーフラグを立てて、目視で路線名に該当する記載がないか確認。
・「概要」から『路線延長』を抽出する際「L=」または「延長」から「m」の間の文字を抽出しているため、「L=」または「延
長」及び「m」のいずれかの文字が含まれていなかった場合にエラーフラグを立てて、目視で延長に該当する数字が
記載されていないか確認。
・「履行期間」から『工事完了日』を抽出した結果、情報の「公開開始日」以降の日付になっていない場合にエラーフラ
グを立てて、記載されている情報が間違っているのか、抽出している日付が間違っているのかを目視で確認。
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成果と課題～情報公開制度の活用可能性
z市民以外からは情報公開請求を受け付けない自治体も存在
z請求から入手までは約１ヶ月かかることや請求は公文書が対象となるため情報量は少ない
z結果としては道路関係部署に直接図面の貸与依頼をした方がよいことがわかった

•情報公開請求にかかった期間等•情報公開請求制度の状況確認調査結果（岐阜県殿
による調査結果）

自治体 請求日
請求方
法

可否に関
する回答日

回答内容
情報
入手
日

受け取
った情
報の量

かかっ
た費用

恵那市 10月15日 郵送 10月28日

○
更新計画リスト（手
書きのもの）も添
付頂いた

11月 40枚 865円

岐阜市 10月8日 メール 10月22日

○
対応する（郵送代
など振り込み確認
後に紙図面等を郵
送する）
ただし公開請求は
公文書しか渡すこ
とができず、東大
側が求めていた更
新箇所リストは作
成できない。

11月 29枚 4850円

土岐市 10月14日 郵送 10月21日

○
ただし公開請求は
公文書しか渡すこ
とができず、東大
側が求めていた更
新箇所リストは作
成できない。

11月 6枚 200円

中津川市 10月8日
フォー
ム

10月21日

○
ただし、更新台帳
リスト等提供いた
だけなかった

11月 2枚 320円

7

3

5

11

9

30

18

3

10

6

13

8

8

17

9

9

9

3

8

17

24

3

17

37

37

17

5

15

22

4

1

14

6

0

0

7

2

7

3

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

山梨

岐阜

三重

うち郵送やメールでの申請を認める団体 うち外部からの請求を認める団体

うち情報公開制度の存在が確認できる団体 全体

※本調査は、あくまでホームページ上での実施等に関する有無の確認を行ったものであり、実際
には本調査結果以外でも対応している団体が存在する可能性がある

岐阜県資料



19

成果と課題～学習機能を用いた更新箇所の推定

z工事入札広告情報を用いた道路更新の推定方法を検討

実際の道路更新に先立ち道路更新を予測する情報として、「工事入札公告情報」の活用可能性を明確化
→実際の道路更新に先立つ情報であり、比較的全国規模で電子化が進んでいる
→他の道路更新情報と比較し、含まれる情報量が多い（ことが多い）
→論理的に、工事の内容により道路更新に資するかどうかを判断することが可能と考えられる

⇒マシンラーニングの手法（今回はSVM（Support Vector Machine）を採用）により、自動的
に道路更新を判別するモデルの構築可能性を検討

工事入札公告

モデル構築初期

道路更新に資する

道路更新には
関係がない

Webクローリング業務等
により自動収集 SVMによる判別

判別結果（道路更
新フラグの付与等）

将来（完全自動）

工事入札公告

道路更新に資する

道路更新には
関係がない

Webクローリング業務等
により自動収集 SVMによる判別

モデルへの
フィードバック

道路管理者等

SVMによる
判定結果の
チェック<工事入札公告一覧> <道路更新に資す

る工事リスト>

判別結果（道路更
新フラグの付与等）

両者のデータを用いて判別式
を具体化（教師データの作成）

※チェック・フィードバックはモ
デル構築初期の数年間のみ
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ＳＶＭを用いた結果

●三重県を対象に分析を行った結果、的中率、網羅率ともに比較的
精度の高いモデルを構築することができた

→的中率約70%、網羅率約86%

●データの蓄積により的中率が向上することが明らかとなった

→ただし、3ヶ年分（約1,800件）では的中率は約70%程度
さらなる向上のためには、より多くのデータが必要

●他の自治体においても、三重県をベースに構築したモデルを適用
できる可能性があることが明らかとなった

→他の自治体においても的中率は概ね同じ傾向。全国を１つの

モデルで運用できる可能性あり

→ただし、添付文書が公開されていない自治体の的中率は低い
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結論

• 道路更新情報のニーズと関連情報の自動収集・推
定技術をベースとした全国展開の可能性を確認す
ることができた。

• ただし、収集・推定技術の自動化にも精度の限界が
あるため、より一層の道路管理者サイドの情報提供
が望まれる。

• その際はシンプルな形でよいので、用語名（データ
辞書）・データフォーマット（表形式等）は標準化され
た形がよい。
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終わり


